
第 1章　ホワイトカラーの技能とは

1. 由来

ブルーカラーのホワイトカラー化仮説とは

ブルーカラーのホワイトカラー化仮説とは、

日本の、いやひろく他国をふくめた労使関係の

近い将来をよく説明する、ひとつの理論と考え

る。これまで日本経済の伸びは、たんに長時間

労働や、ひたすら企業大事とおもう異様な意識、

それにもとづく労使関係のせいにされてきた。

他国に通用するはずがない、ときめつけられて

きた。それにかわり、しかも他国にも適用でき

る説明枠組みを提示したい。

この仮説の内容は端的にいえば、日本のブ

ルーカラーの技能上位半分層が、西欧や米の中

堅ホワイトカラーに近い仕事を一部担当し、そ

れにふさわしい待遇をうけていることをいう。

したがって、やや大げさにいえば、ブルーカラー

とホワイトカラーの「統合」といってもよい。

両者の大半が「統合」されるのではないけれど、

かなりがその基本性質を、ていどの差はあれ共

有する。それを「統合」とよぶことにしよう。

それが多少とも実現できれば、産業社会での

労使の「共働化」の基盤となる。なぜなら、や

や高度な仕事をまかされたブルーカラーは、そ

こで培われた知恵をだす。いうまでもなくそれ

にふさわしい待遇が欠かせない。その結果、産

業の効率を高める知恵をだす人が、ホワイトカ

ラーにくわえ、多くなる。ひとびとの雇用やく

らしは、他の条件を一定とすれば、よりよくな

るだろう。そうした仮説をいう。

でもいったい、ホワイトカラーの仕事内容、

その働きを促す待遇とはどのようなものか。ブ

ルーカラーとどう違っていたのか。そしてブ

ルーカラーがホワイトカラー化するとは、どの

ような状態をいうのであろうか。それを根本か

ら説明するには、その仕事内容、その仕事をこ

なすに要する技能の解明からはじめるほかある

まい。そこから、賃金、サラリーなどの報酬、

雇用の方式すなわち解雇などのしくみが説明さ

れよう。そして、それを統合した「共働」の労

使関係の枠組みが構想され提示されよう。

本来、そのもっとも肝要な要素、技能から説

明すべきであろうが、あまりに難事である。ま

ずはこの仮説の由来から語る。みやすいふたつ

の現象、賃金なりサラリーすなわち報酬の方式、

また長期雇用から説明していく。外堀から埋め

ていく。そうしないと、とても理解していただ

けまい。どの国のどの教科書にも書かれていな

いものだから。

この仮説は、わたくしが日本の労使関係を説

明するために 1980 年に提示した。だが、はじ

めから「統合」としての枠組みを提示したもの

ではない。これまで部分ごとの提示、部分ごと

の説明にすぎなかった。はじめは、賃金の上が

り方なり、長期勤続の近似性を指摘したにすぎ

なかった。日本の大企業ブルーカラー層の賃金

はいわゆる「年功賃金」できわめて特異だ、と

いう敗戦後支配した通念に対する反論だった。

その点では西欧のホワイトカラーと大差ないで

はないか、という統計的観察事実を提出した。

「終身雇用」で日本は特異という通念に対する

反論は、わかものの流動はともかく長期勤続と

いう点では、西欧ホワイトカラーとあまり変わ

らないではないか、というにあった。いわばさ

しあたりの指摘にとどまり、統合した枠組みを

提示するものではなかった。このシリーズでは
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じめて、あえていえば「理論」の枠組みをしめ

したい。とはいえ、一挙にそこへ進む前に、そ

の由来から語っていく。そうしないと、とても

ご理解いただけない、とおもうからである。

EC1972 年統計と賃金構造基本統計調査の比較

最初に文章にしたのは 1980 年である。日本

経済調査協議会という経営者団体の分厚い調査

委員会の報告書の一端にのせた（小池［1980］）。
のち公刊本としては小池［1981］の一部とした。

そこではふたつの作業をおこなった。ひとつ

はいわゆる年功賃金カーブ、他は長期雇用の、

日本と EC の比較である。まことにさいわいな

ことに、日本の世界に誇る 1954 年以降毎年の

「賃金構造基本統計調査」（タイトルはときにか

わった）にはおよばないが、それに近いすばら

しい統計が EC によってつくられ、利用できる

ようになった。EC のこの統計は 1966 年からは

じまった。ただし、その第一回の調査は年齢区

分が 25 歳以上 40 歳などと粗く、日本の賃金の

上がり方が日本独特か、それとも西欧ホワイト

カラーとの類似もみられるのか、とても吟味で

きるものではなかった。

6 年後の第 2 回調査、1972 年、はじめて日本

の賃金構造基本構造統計に近いくわしい調査が

行われ、1970 年代なかば、つぎつぎと公刊さ

れた。EC はその広報もあってか、続々とその

公刊統計を日本各地の基本資料センターに寄贈

した。さいわいなことに当時勤めていた名古屋

大学経済学部資料室が、そのひとつに選ばれた。

そのなかでも、この賃金収入構造調査 Structure 
of Earnings in Industry（EC［1975、6］）は出色

であった。EC6 か国（英はまだ加盟してない）、

各国それぞれ大冊上下 2 巻、それに調査の説明

の 1 巻をあわせ、じつに計 13 巻、横にならべ

れば 1m をこえる大冊である。

ただし、それは日本の賃金構造基本調査ほど

集計が密でない。たとえば、5 歳ごとにくくっ

た年齢別の平均賃金額はあっても、年齢かつ勤

続別の賃金の集計はない。また日本と違い、企

業規模別の集計はない。だが、まことにサンプ

ル数は大きく、それも企業の台帳からの集計で

まことに貴重である。しかも、ホワイトカラー

トブルーカラー別に集計されている。以降、

1974 年三次産業の調査が追加されたのみで、

あとは、しだいに粗くなっていった。ただし、

近時のものは披見してないが、ふたたびややく

わしくなったようだ（厚生労働省［2013］pp．
158 － 159）1）。

この 1972 年 EC 調査とほぼ同年次の日本の

賃金構造基本統計調査結果と比較すると、つぎ

のことが明白である。第一、いわゆる年功賃金

カーブは、日本の大企業のブルーカラーと、西

欧のホワイトカラーがほぼ近似する。20 歳代

前半を 100 とすれば、50 歳前後までほぼ右上

がりとなる。170 － 200 前後に達する。せいぜ

いの差は、50 歳末以降日本の賃金が大幅に下

がるのにたいし、西欧は 60 歳代半ばまであま

り下がらないことであった。なお、日本のホワ

イトカラーの賃金カーブもそれに近い。つまり、

日本大企業のブルーカラーの「ホワイトカラー

化」の一端がみいだされた。

長期雇用

同様な傾向が長期雇用についても認められ

た。長期雇用は日本の特異性とみられてきたの

にたいし、はじめて確かな西欧の勤続の大規模

統計との比較によって、しかもホワイトカラー、

ブルーカラー別の集計によって、日本の大企業

ブルーカラーを「終身雇用」というならば、西

欧のホワイトカラーの多くも規模をとわず、「終

身雇用」といわざるをえない。それが明らかに

なった。つまり、長期雇用は日本に限られたこ

とではないのであった。

のみならず解雇の方式についても、その近似

性が認められた。もっとも解雇の近似性は、大

規模な統計調査の比較によるものではない。数

多いとはいえない事例観察によるものである。

いま簡略にいえば、米のホワイトカラーの解雇

は、少なくない米文献から、ほぼ希望退職

voluntary separation によることが明白である

（Tomasko［1987］ 佐 久 間 訳、The New York 
Times［1996］矢作訳など）。

のみならずわたくしが 1980、90 年代訪ねた

米 , 英 , 独の事例でも、ほとんど希望退職であっ

た（小池［1981］IV 章 2、3、小池［1994］第

44　　ブルーカラーのホワイトカラー化仮説―その現在、未来―共働の労使関係の基礎



4 章の 1、2 節）。他方、米のブルーカラーは勤

続の逆順、先任権 seniority により、ホワイトカ

ラーとはまったく異なる。そして事務職員クラ

ス（タイピスト、秘書クラス）はまさにその中

間にあった。つまりそのどちらもありであった。

希望退職とは、米でも日でも、実際上の会社

都合解雇であり、指名解雇ではない、というに

すぎない。指名解雇だけを会社都合解雇とみる

のは、わたくしの知るかぎり日本の裁判所、法

曹界くらいであろう。

希望退職とは、周知のように、退職金や退職

企業年金に割増しをつけ、退職者をつのるので

ある。もちろん、解雇せざるを得ない不況時、

みずから退職を申し出るのはまれである。他社

に職がみつけやすい好況期は、日米をとわず退

職者は多い。自己都合退職である。だが、解雇

せざるを得ない不況時、自己都合退職はまずと

ぼしい。そこで割増金をつけて離職をさそうの

である。

もちろん割増金をつけても希望者がでるの

は数少ない例外である。日米ともにそうである。

そこで、肩たたきをする。米語で patting-on-
the-shoulder という。Patting とはもともと、や

わらかくたたくことをいう。なにも日本の慣行

の翻訳ではない。企業の上層から解雇人数を各

部門にわりあてる。そうすると部門の管理者は、

当然ながらもっとも成績のわるいひとたちか

ら、肩をたたいていく。なお、米では成績査定

はブルーカラーにはないけれども（労働組合が

あれば）、ホワイトカラーにはまず査定がある。

それを用いるのだ。

上司は退職をつよく勧告する。これ以上この

会社に留まってもよいことはない。君の状況は

悪化するばかりだ。今を逃がすとこれほどの割

増金がとれない、という筋である。それは事実

上の会社都合解雇以外のなにものでもない。

日米、唯一の違いは、そうした希望退職制が

米ではホワイトカラーにほぼかぎられるのにた

いし、日本ではブルーカラーにも適用されるこ

とである。すなわち「ブルーカラーのホワイト

カラー化」は解雇にも及ぶ。なお、英のブルー

カラーは、どれほどの割合かは不詳だが、勤続

の逆順のみならず希望退職もみられるようだ

（小池「2009」pp．194 － 5、また Booth［［1987］）。
これまでこうした部分、部分の説明におわっ

ていた。それをなんとかひとつの枠組みにくみ

たてたい。それがこのシリーズのめざすところ

である。それには、まずは基本の要素、ホワイ

トカラーの技能の性質をなんとか明らかにする

必要がある。なぜか。

2. 基本の概念

21．ホワイトカラーの技能

「周辺的変化」と「根本的変化」―ふたつの不

確実性

ブルーカラーのホワイトカラー化、それを支

える基盤は、右上がり賃金カーブや長期雇用そ

のものではない。右上がり賃金カーブや長期雇

用が競争力を高める基礎要件を必須とする。そ

れなしには市場競争を生き抜けない。それはい

うまでもなく、人材についてはある種の技能で

ある。

それならば真の問題は、高い競争力をもつ技

能の形成に、年功賃金や長期雇用が効果的かど

うか、そこにかかる、それは高い競争力をもつ

技能の内実いかんによる。ところが、これまで

技能の内実はさっぱりわかっていない。なお、

ここではホワイトカラーも含めるので、技量と

いった方がよいだろうが、以下すべて技能で統

一する。Skills である。

ブルーカラーの技能を分析する枠組みはな

いではない。だが、ことホワイトカラーの技能

を分析する見事な枠組みは、まことにとぼしい。

管見のかぎりでは、猪木［2002］の右に出るも

のはない。最先端の経済学の文献を充分に渉猟

しながら、まったく独自の枠組みを構想し提示

する。

それはホワイトカラーを 2 層に分ける。中位

と上位、あるいは中堅とトップクラスといって

もよい。どちらもおもに不確実性をこなす。不

確実性とは、猪木によれば、充分には予期して

いない、あるいは今の能力では予期できない変

化である。その「変化」を大小ふたつにわける。

「周辺的変化」と「根本的変化」である。
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「周辺的変化」とは、それまでの仕事経験で、

その原因したがって対策をほぼ解明できるもの

をいう。ここで仕事経験とは、そのホワイトカ

ラー当人の仕事経験にかぎらない。自身は直接

経験してなくとも、その分野で事情をよく知る、

確かな人の仕事経験でもよい。そうした人を探

しだし、その貴重な仕事経験にもとづく知恵を

聞く。それによってその原因分析、さらに対策

を構想できればよい。

他方、「根本的変化」とは、仕事経験から得

る知識だけでは対応しきれない。いったい何が

起こっているのか、おこっている変化という事

実の内容について、それをしめすデータが充分

ではない。かなり欠けている。さらにその原因

に影響する諸要件も、その時点の科学レベルや

調査ではわからないことが相当ある。そうした

不確実性に立ち向かう。そのなかで決断しなけ

ればならない。

周辺的変化は中堅層のホワイトカラーがこ

なす。他方、根本的変化は経営トップ層が立ち

向かう。こういっただけでは、とうていご理解

いただけまい。以下それぞれにつき、すこし例

をあげよう。

多様な要因を考察する―ホワイトカラー中堅層

の技能

中堅層ホワイトカラーの仕事の例として、あ

る工場のある部門の予算管理と、原価管理の仕

事をみる。後者の原価管理は中堅層中下位レベ

ルの例である。ここで中下位と広げたのは、し

だいに広い範囲をカバーし高度化していくから

である。

かれの仕事は、まず標準原価を製品ごとに設

定する。先例にしたがって、なんとかそれをこ

なすことから出発する。しかし当然のことなが

ら、毎月の実績とのずれが当然に生じる。その

原因を追究する。それが上手下手をわける大事

な点なのだ。かりにメーカーの工場をとれば、

その部門の製造過程のどこかに原因があるのか

もしれない。ある機械設備のトラブルかもしれ

ない。原価管理者は製造過程をとびまわり、事

情に詳しい確かな人に、そのトラブルの有無、

その原因、対策を聞く。

だが、原因は多様である。製造過程のトラブ

ルでも、工場の他部門がひきおこしたことかも

しれない。製造過程にかぎらない。資材部門の

仕入れた原材料の品質不具合が原因かもしれな

い。いや機械設備、原材料にとどまらない。人

の関係や組織のミスコミュニケーションの問題

かもしれない。

さらに、企業内にとどまらない。企業外も大

きな原因となり得る。その製品の需要は変動す

る。変動のない市場はない。その品種の需要が

減少したなら、減少した職場から需要の増加し

た職場に人を一時的にでも移すことができれば

コストも少ない。似た製品間なら、その間の人

の移動などで対処したりする。そうしたもっと

も簡単な対処でも、冶具や工具を変えたりする。

それなりにコストがかかり、かい離の原因とな

る。まして製品の種類の差が大きな需要の変動

ならば、その対応はさらにコストがかるだろう。

需要の増大した職場への追加投資などである。

そうしたコストを少なくするのに、どのような

対応をとるか。それをその関係部署の確かな人

から原因を聞いて、次期の標準原価の設定にい

かす。

そうじて、中堅層中下位でも、多様な要因を

考慮しなければならない。それは通常の経理と

いうことばで想定される範囲をはるかにこえる。

予算管理にも

以上の話はほとんど予算管理に適用できる。

しかも、考慮すべき範囲が広くなり、時間性が

さらに長くなる。

こうした製品の需要の変動は、通常の市場の

波なのか、それともライバル企業が手を打った

からかもしれない。つまり、その原因が短期の

対処ですむのか、それともやや長期を要するか、

それを勘案しなければならない。その製品への

需要の低落は循環的な変化の 1 局面なのか、そ

れとも傾向的な低落、あるいは上昇なのか。傾

向的上昇なら、設備の増設を考えなくてはなら

ない。こうした要素を勘案して適切に次期予算

を編成するか、それともたんに前年踏襲の予算

編成かでは、効率に大差が生じよう。

考慮すべき範囲、要因の多様性にすすもう。
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原価管理はいわば製造勘定の範囲であった。予

算管理となれば、売上勘定、収支勘定とひろが

る。管理すべき部門、製品範囲もひろがる。

そうじて、ホワイトカラーの中堅層がこなさ

ねばならぬ「周辺的な変化」といえども、多様

な要因、多様な事情を分析する必要がある。そ

のために多様な職場、部門の、それも確かな人

に話を聞く。確かな人はだれか、その認定も大

切だ。そうした人たちの間を走りまわって話を

聞き、それを吟味し考察する。

さまざまな関係者の話を理解するために、ま

た多様な要因を観察分析するためには、会計、

管理会計の知識経験だけではとうていたりな

い。とはいえ、製造や資材、市場など他の分野

に経験を広げるには、技能修得コストが高すぎ

る。そこで、あつかう製品の分野をやや広げる。

つぎつぎと経験する。

といって、まったく異質の製品まで手をのば

しては、対処するための知識の修得コストが高

くなりすぎる。半導体事業本部から原子力事業

本部へ移っては、今まで半導体でつちかってき

た知識、技能がいきない。製品の種類が違いす

ぎると、その製品の製造過程、資材、市場はま

るで異なり、そこまで多少は知ろうとすると、

修得コストは甚大となる。時間も費用もかかり

すぎる。

そこで製造過程や市場で関連の深い、共通部

分の大きい範囲内で、つまりたとえば半導体事

業本部のなかで、製品群をつぎつぎと担当して、

分析力を高めていく。すなわち、ある関連の深

い製品群のなかで、担当分野をひろげていく。

そのうえで、その製品群を担当する事業本部の

予算管理へとすすむ。こうした関連の深い範囲

内での幅広い経験で、周辺的な変化をこなす技

能の多くを身につけていく。

変化の時間要素を勘案する

多様さだけではない。その多様な要素の変動

の原因の、時間的な見通しが面倒だ。さきにあ

げた例からいえば、ある製品の需要の伸びがた

んに一過性のものか , 循環性のものか、それと

も趨勢的なものか。ある種の製品への需要の変

化が時間的にながつづきするかどうか。そうし

た時間性の見通し、推理も大切である。それに

よって次期予算のつくり方がちがってくる。ひ

いては中長期の企業業績にひびく。

ブルーカラーの技能との異同をさぐるだけ

なら、以上の中堅層の技能をみるだけでもよい

であろう。だが、さらに立ち入って技能を考察

するには、上位の、というよりはるかに上位の

ホワイトカラーの技能について、猪木説の展開

を見ておくことが欠かせない。技能を吟味する

際の要件をよりひろい視野で検討し、それゆえ

より明晰に肝要な枠組みをしめしてくれるから

である。なにごともより高いところからみると、

わかりやすい。

のみならず、もしブルーカラーの一部が、ド

イツや他の北欧西欧諸国などのように、従業員

代表として企業の役員会に参加し発言するとし

よう。上位の技能そのものをもたなくとも、経

営者が上位の技能を発揮しておもに担当する問

題につき、それを理解し、自分の仕事経験から

あるていどのアドバイザーの役割をはたすため

にも、ぜひとも吟味しておく必要がある。

はるかに上位のホワイトカラーの技能

「周辺的な変化」も、それをこなすには、多

種多様な要素、場、状況を探る必要があるけれ

ど、そうした状況をさぐっていけば、かなり確

かな原因を見いだすことができる。少なくとも

その確率が高い。

ところが「根本的な変化」とは、その原因もはっ

きりしない。その原因を追究するデータもすく

なからず欠けている。データの欠けた状況、そ

うした変化をこなすには、経験の範囲から得た

技能、知識ではたりない。データが欠落した情

報を推量する「事実の構成力」、またその場に登

場するアクターたち、その不確かな「人間行動

を予測する力」、しかも、そうして導きだした結

論が、良識に合うかどうか、その判断力こそ、

と猪木［2002］は主張する。つまりこれまでの

経験をこえた出来事への対処であり、まさに選

ばれたトップ層がこなすべきものである。

ほかにも他の専門領域の事実と理論を素早

く理解する能力、また、上記のすべてについて

「的確迅速」に判断し決定する力をいう。ただし、
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わたくしからいえば、この後 2 者はいわゆる秀

才の要件のようにみえる。戦前日本から例をと

れば、いわゆる「4 修一高」タイプをいうかに

みえる。4 修一高とは、全国一の難関校、第一

高等学校を、旧制中学 4 年から合格する秀才た

ちをいう。年に数十人しかいない。まさに目か

ら鼻にぬける頭の回転の速さがみてとれる。

だが、他の 3 要因はいささか異なる。世の動

きを見通し、また人性を洞察する力、そして「良

識」とはむしろバランス感覚 sense of balance, 
複数のたがいに対抗する選択肢のなかから何を

重視してえらぶか、といういわば究極の選択の

力をいうのであろう。こう解説すると、あまり

に高度で、なかなか世にはあり得ないかに思わ

れるかもしれない。そこで、企業の世界にもよ

くある例として、猪木［2002］があげているば

あいをみよう。

海外投資の例

猪木［2002］があげる具体例をいえば、海外

投資する先をドイツにするか、あるいはフラン

スにするかの決定である。それをさらに広げて、

先行国に投資するか、それとも新興国に投資す

るか、という問題点までひろげる。それぞれに

良さがあり、問題もないわけはない。一流会社

のすぐれたスタッフをもってしても、きわめつ

くせない不確実性がどうしてものこる。まして

新興国ならば、不確実性ははるかにたかまろう。

政治も社会的な要素も考慮しなければならぬ。

当然データも足りない。それを構想力でおぎな

い、人性の推察にもとずき決断する。それこそ

最上位の人材の技能という。まことに見事な推

論というべきであろう。

猪木説はそうした人材を見出し形成する途

は、中堅層のそれとは違う、とみる。中堅層は

おもに経験する職能が基本である。それにもと

づき関連する分野を走り回り、そこの確かな人

の話を聞いて対処する。これにたいし上位層の

技能は、おもに経験する職能にとどまらない。

いうまでもなく、将来の組織のリーダーとして、

これまでおもに経験してきた職能のほかに、さ

らにいくつかの職能を経験する。それは当然に

比較的短い期間となる。その短い期間での業績

こそが、さらに最上位への選抜に肝要だという。

わたくし風にいえば、いわば未経験の分野に放

り出された時の業績が、その選抜に貴重だ、と

いう意味にもとれる。

その意味では、わたくしの考えでは、トップ

レベルの人材の選抜に、つぎの具体例がおもい

うかぶ。海外主要子会社のトップ、そこまでい

かなくとも国内主要子会社のトップとしての実

績である。とりわけ前者は、日本本国からの掣

肘のとどきにくい地で、未知の要素がつぎつぎ

と出現する。そのなかで、企業を運営し業績を

あげていく。それには、その土地の政府など政

治的な状況のとり扱いをふくめ、まさに多面的

な人脈をつくり、情報を得て状況をこなす。そ

の典型ともいえよう。そこで実績を上げた人た

ちが選抜されていくなら、近い将来の日本企業

の見通しはくらくない。

枠組―仮説として

以上の猪木説を基礎に、あえてわたくしの枠

組、つまりブルーカラーのホワイトカラー化仮

説にひきつけ、くりかえしをおそれずいえば、

およそつぎの 3 つのレベルにわけて考える。a．
上位ないし最上位の技能、b．ホワイトカラー

の中堅層の技能、そして c．ブルーカラー中堅

層の技能、以上である。

中堅層とはもちろん幅広いのだが、さしあた

り例示としてほぼ経験 10 年層を念頭におく。

このうち、ブルーカラーのホワイトカラー化仮

説の検討には、おもに後二者 b,c の考察でよかろ

う。だが、他国の事例をも吟味するために、不

確実性をこなす一般枠組を用意しなければなる

まい。その構想には、最上位の技能の性質をも

勘案しなければなるまい。それを上に展開した。

あえてわたくしの考えにひきつけ再びいえ

ば、b と c とでは、ふたつの要因が注目される。

第一、考慮すべき要素の多様性、第二、その時

間性である。さらに a を考慮すると、第 3、デー

タの欠如、理論の不足、それを補う推量、構想

力の必要の有無である。
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多様な要素への考慮

第一から説明しよう。不確実性すなわち問題

や変化の原因に、より多様な要素を考慮しない

とこなせないか、どうかである。具体的にいお

う。ブルーカラーの中堅層の技能は、メーカー

を例にとれば、職場内のみならず、両隣の職場

の経験プラス、その担当する仕事分野の標準的

な理論の勉強、つまり、おおむね企業内の状況

や、自分の担当に関連の深い機械工学や電気の

分野にとどまろう。これがおそらくは製造業ブ

ルーカラー中堅層の技能の内実であろう。大卒

ホワイトカラーの下位グループの技能は、ここ

ではとりあげないけれど、おそらくこれをこえ

まい。

ホワイトカラーの中堅層はそれを少し超え

る。考慮する多様性の中に企業内だけでなく、

企業外の要因も入ってくる。たとえば市場の状

況、その見通しなどである。さらに、社会的な

要因を含む。メーカーを例にとってやや高度な

ばあいをとれば、海外日本企業の生産ラインの

設計担当者である。そこには本国とはちがった

規制がある。さらにブルーカラーの人材、その

教育レベル、またそれが操作する機械設備をつ

くる、その地の部品メーカーの制度も異なろう。

こうした社会的な要因の考慮は、自然科学のよ

うに切れ味鋭く書かれた教科書的標準理論だけ

では足りない。その意味でホワイトカラーの中

堅層の技能がある。だが、まったく両者が切れ

ているわけではない。多様性の範囲や種類に差

はあるが、いずれも多様な要素を考慮しなけれ

ばならない。

時間性への考慮

第二、多様な原因のもつ時間性である。一過

性のものもあるが、中期の対策を考えねばなら

ないものもある。ホワイトカラーの中堅層は、

さまざまな時間性 time horizon を考慮しないわ

けにはいかない。それはさきの経理の例でもわ

かる。トラブルの設備を新設備にするか、補修

で行くか、予算編成の要点のひとつは時間性に

ある。市場のどのような原因による変動か、ラ

イバルとの競争によるか、長期の市場の動向の

見通しによるか。それによって適切なつぎの投

資がきまる。

小規模とはいえ、ブルーカラー中堅層の技能

にもそれがまったくないわけではない。不確実

性をこなす以上、それなしにはすまない。いま

ブルーカラー中堅層の不確実性をこなす技能

の、中位レベルを例にとる。それはたとえば設

備の不具合である。下位レベルは誤品欠品の検

出などで、それはほぼ短期ないし一過性である。

だが、中位レベルをとる。たとえば簡単そうに

みえる設備―簡易装置を例にとる。

1990 年代半ばという古い時期の例をとる。

いまは状況がかわかっているかもしれない。最

終組立ラインでドアをはこぶ簡単な搬送設備で

ある。ドアをつりさげて天井をはしる装置は、

まずラインの労働者の守備範囲外であった。だ

が、その天井を走るラインからドアの取り付け

まで、ふたつの搬送機、というより簡易装置が

ある。ひとつは天井からドアを下に運ぶ。もう

ひとつは地上に降りてきたドアを取り付け位置

まで正確に運ぶ。かりに搬送機 1、2としようか。

そしていまかりに搬送機 2 をみる。まことに

簡易装置というだけあって、しごく簡単な搬送

機にみえる。それを操作する手持ちの操作盤が

ある。ところがどうしたわけか、それを操作し

ても装置は動かない。あるいは動いてもぴたり

と所定の位置に止まらない。そうしたトラブル

がおきることがある。トラブルの一切ない機械

はまず見たことがない。

そのばあい、もっとも簡単な対処は「原位置

復帰再起動」である。もう一回スタート位置に

もどし、再起動する。それは不確実性をこなす

作業とはいえない。マニュアルが明示している。

だが、何回もそれがおこる。そのうち慧眼なブ

ルーカラーは、この装置はこの辺がおかしい、

改善の必要があると提案する。それはすでに不

確実性の領域の最低レベルにはいっている。そ

して時間性に少しはかかわる。もちろんその時

点でメンテにまわしてもよい。西欧はそうしよ

う。だが、それではラインが止まる時間がなが

くなる。

もしそのブルーカラーが故障の箇所の特定

ができるなら、生産ラインのとまる時間が短く

なろう。まして、簡易装置の改良の提案ができ
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るなら、効率に大きく貢献しよう。それにして

も、そうした提案の実現には、すくなからず時

間を要しよう。その装置の改良をしかるべき部

署に要望し、しかも改良点、過去のトラブルの

原因まで指摘するとしたら、まさにかなりの時

間性を考慮する提案となろう。

パイロットチームの仕事

さらに、生産ラインのブルーカラー中堅層の

上位レベルをとろうか。その働きの好例は自動

車工場のパイロットチームである。パイロット

チームとは、生産ライン従事者 10 － 15 年クラ

スのなかから選ばれる。ただ勤続をつめばチー

ムに入れるのではない。ざっと 3 分の 1 くらい

か。数年おきにモデルチェンジすなわち新モデ

ルが出る。ライン作業からはなれて、その新生

産ラインの設計構築に参加する人たちである。

新モデルの構想設計にも発言する。職長などの

役職者ではない。職長たちは当時いわばパイ

ロットチームの経験者のなかから概してえらば

れる。

その機能は小さくない。機械の選択に、これ

までの使い勝手から、それなりに発言している。

のみならず、その生産ラインの総労働を、個々

の職務へどのように編成するかについては、大

いに発言している。なにしろ実際の作業を担い

経験しているのは、まさにこの人たちなのだか

ら（くわしくは小池［2008］第 4 章）。

しかも、その新生産ラインの海外への移転に

も、この人たちはかなり発言する。まず海外工

場にその地のひとからなるパイロットチームが

ある。その人たちは日本の母工場に 2、3 か月

滞在する。その母工場のパイロットチームと

いっしょになって、生産ラインの設計に参加す

る。生産ラインは製造する車がかりにまったく

同型であっても、はるかに多様性がある。日本

の生産ラインとは多く条件が違う。賃金の高さ

が違う。市場の大きさが違う。

のみならず、すでにその地に派遣出張してい

る日本人ブルーカラー OB たちの働きも大き

い。その地の人たちのパイロットチームが日本

に訪ねるまえから、いろいろ相談にのっている

（小池［2008］第 4、6、7、8 の各章）。そのうえ、

かつてその地に派遣された経験をもつ OB たち

の知恵もいかされよう。それこそまさに中期に

わたる時間性の考慮を如実にしめすものといえ

よう。

この重なりこそ、ブルーカラーのホワイトカ

ラー化の基盤ではないだろうか。そして小さい

周辺的変化、すなわちささやかな問題処理もブ

ルーカラーの、それも組立ラインの一見単純な

作業に終始するとおもわれている労働者が発言

する。

ブルーカラーのホワイトカラー化の基盤

それを一般化していえば、ブルーカラーのホ

ワイトカラー化の、上位、中位、下位の働きと

いえよう。上位とは車の設計、生産ラインの設

計への発言である。中位とは職場の機械設備の

不具合のトラブル処理、ないしその処理にあた

るメンテのひとたちへの彼らのアドバイスであ

る。たぶん設備のこの辺がおかしいのではない

か、などという助言である。もちろん自分たち

で直すこともある。下位の作業は誤品欠品の検

出である。

これらは、いずれもマニュアルでは十分には

予測していないという意味で、不確実性である。

いうまでもなく同じモデル、同じ機械で製造し

つづけていれば、おこるトラブルはほぼ既知と

なり、IT 装置や検出装置、あるいはマニュア

ル通りの処置でなおすことができよう。だが、

それでは市場競争にまけてしまう。モデルをか

えれば、生産ラインもかわり、たえずあたらし

いトラブルが出現する。ちいさな問題はむしろ

ひんぱんに出現する。いや、小さいトラブルは、

統計はないにしても、むしろはるかにひんぱん

に出現しよう。したがってそれを処理する巧拙

の影響は測りしれないものがあろう。

いいかえると、大小、難易の差はあれ、不確

実性を処理する技能という共通性が、ブルーカ

ラーの技能上位半分層とホワイトカラーにみら

れる。それがブルーカラーのホワイトカラー化

仮説の基盤である。

それが欠けると、どんなに小さな不確実性で

も、それを処理する専門担当者を別にもうけな

くてはならない。検査、保全などの職種を、ラ
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インの組立作業担当者とは別に、そうでないば

あいにくらべ、はるかに多く配置しなければな

らない。それができないと、効率は格段に下が

る。

その効率の差の 1 試算は、部分的とはいえ、

小池［2013］第 4 章にある。誤品欠品を例にと

り、いくつかの仮定をおいて算出した。内輪の

仮定にもかかわらず、けっして無視できる効率

差ではない。

付論 1：研究の展望

具体的にみてない

ホワイトカラーの技能、それをさぐる前提と

してその仕事内容につき、これまでの研究をふ

りかえっておくべきであろう。ただし、ここで

はそれを付論とした。その理由は、関連文献を

はなはだ不充分にしかみていないからである。

披見したわずかな文献、それも近時の日本語文

献にかぎる。にもかかわらず、ささやかな展望

を記しておくのは、まったく無意味ではないだ

ろう。いまの日本職場の研究へのコメントとな

ろう。

管見のかぎりでは、ホワイトカラーの技能、

その推察のもとになる仕事内容を具体的に観察

分析した文献は、きわめて少ない。そもそも技

能の内実についても、みるべき文献の大半はブ

ルーカラーになる。最近の研究をあげれば、庄

村［2008］、村川［2002］など、それぞれにて

いねいである。

庄村は労働の人間化を基本テーマに、テクニ

シアンとブルーカラーの一体化、あるいはブ

ルーカラーのテクニシアン化を主張する。その

点では、このシリーズが主張するブルーカラー

のホワイトカラー化に共通する面があろう。さ

らに、これまでの他国の研究もていねいにみて

いる。村川［2002］は工学者の研究であり、そ

の点で科学技術との比較を念頭に研究を展開し

ている。ブルーカラーの、いわゆる熟練工の技

能内容を細かく分析する。ただし、不確実性を

こなす知的熟練をみる視点にとぼしいようにお

もわれる。

他方、「職場の学習」をテーマに取り組んだ

労作、中原［2010］は、ホワイトカラーを対象

とし、しかも観察の面倒な OJT を分析する。

それを支援する人たち、その支援の効果をみて

いる。だれの、どんな一言が力になったかを確

かめる。立派な仕事である。だが、仕事の内容

そのもの、したがって技能の内実については、

いくつかの例示はあっても、立ち入ってみてい

ない。いくつかの事例、それについての話し手

たちの会話を記す。そこに仕事の内容が垣間見

え、その仕事の技能が少し示唆される。

だが、この文献はあくまで「実証分析」をここ

ろがける。その「実証」とは、心理学の基本方法

すなわち数量分析である。ただし、アンケート

調査によるため、肝心の指標は数量化しやすい

ように、答えやすいような、ごく一般的な質問

となる。それでは残念ながら、仕事したがって

その技能の内実をあまりみることはできない。

また、昨今、さまざまな「オーラルヒスト

リー」がある。なかでも松島［2015］などは出

色である。だが、どうしても成功者の成功時の

話に焦点がある。この事例の技術者は管理者、

それもトップ層の事績となる。その技術者の中

堅時の話ももちろんあるけれど、技能を分析す

る視点がはっきりしない。それでは中堅技術者

の技能の内実にはせまりがたい。

見事な高橋［2013］の分析

ホワイトカラーについては、その仕事内容、

技能につきもっとも詳細で深いのは、高橋

［2013］である。具体的には三井物産の中堅層

を対象にしている。その分析はするどく、かつ

ひろく大規模商社の仕事内容をほとんど主な部

門全面にわたってみている。

なによりも注目すべきは、不確実性をこなす

技能を明確に対象としている。ホワイトカラー、

それも大商社の中堅層のばあい、その仕事の多

くの部分が不確実性をこなすようもとめられ

る。その意味で、標準化された仕事がかなりの部

分をしめるブルーカラーとは、すくなからず異

なる。その点に見事に留意して、その不確実性、

そしてそれをこなす仕事を正面から分析する。

しかも分析は具体的で丹念克明であり、不確

実性を、「売り買い越しリスク」、「信用リスク」

はじめ、主要なものを列挙し、そのいちいちに
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ついて、明晰に技能とのかかわりを分析究明す

る。たとえば売り買い越しリスクとは、売る期

日と買う期日のずれをいう。商社がたとえば取

引先の要望する品物を他国の業者から買う。そ

れからおくれて、日本の取引先に売る。その間

が空くばあいがすくなくない。その期間が空く

ほど商社の負担するリスクが増大する。その間、

なにがおこるか、まえもってわからないからで

ある。

信用リスクとは、取引先に付与する与信額を

いう。つまり商社が取引先から支払いをうける

までの、債権額をいう。平たくいえば、いくら

まで貸していいか、その限度額をいうのである。

そのほか、重要なリスクもきちんと分析されて

いるが、ここではこれ以上たちいらない。

ただし、制約と小さなコメントがある。制約

とは、これは歴史分析であって、1910 － 20 年

代の状況を対象としている。もっともその分析

のおそらく大半は、いまでも充分に通用しよう、

そう推量する。だが、歴史分析であれば、そし

て著者はまことに厳密な歴史研究をこころざす

がゆえに、文献資料の存するかぎりでの分析に

とどめる。それはまことに立派なことで、その

こと自体大いに評価すべきである。しかも、著

者は三井物産に 30 年近くもつとめた。その経

験からの解釈がある。この制約はむしろ小さい

とおもわれる。

小さなコメント―組織対策ですむか

小さなコメントはふたつある。ひとつは、ブ

ルーカラーとの異同についてであり、このシ

リーズの問題にふかくかかわる。高橋［2013］
はいう。ブルーカラーとホワイトカラーの異な

る点のひとつとして、不確実性にたいする組織

的な対策が商社ではかなり用意されている、と

強調する。

だが、その点はブルーカラーもあまりかわる

まい。というのは例をあげれば、ブルーカラー

のばあい、不確実性のひとつの典型的な例は品

質不具合である。それについては組織的にホワ

イトカラーにまさるともおとらぬ対策がとられ

ている。品質不具合ならば、品質管理の担当者

が生産ラインの最終部はもちろん、ところどこ

ろに配置されている。組織としてはそれで対処

できるはず、とされる。先行国の多くはそれに

とどまる。他方日本の多くの工場では、中堅層

は品質管理担当者のところにゆくまでに、なお

自分の工夫で品質不具合を見出し、すべてでは

ないが、ときに原因推理まで対処する（その効

果の推量は小池［2013］第 4 章）。その点では

ホワイトカラーと違わないだろう。その意味で

ブルーカラーのホワイトカラー化のひとつのあ

らわれとして、より強調できよう。

もうひとつの小さなコメントは、その工夫、

ないし個人間の技能の差にある。中堅層ともな

れば、上手下手の差はすくなからず現れるもの

だ。高橋［2013］は文献資料のあるかぎりでの

分析を重視する。歴史分析としては当然のこと

である。だが、もし当今ならば、職場に出向き、

実際に文献資料にのこりにくくても、しかるべ

き人に聞いたり、観察できることがあるだろう。

それは歴史研究ゆえに当然にできない。

わたくしのブルーカラーの技能研究によれ

ば、中堅層では上手と下手では相当な差が生じ

る。そこに技能の肝心の点があらわれよう。そ

うした質問を職場でわたくしはベテランに聞

き、かなりの発見があった。それが厳密な歴史

研究ではむつかしい。

スーパーマーケット労働の研究

ほかに、立ち入ったホワイトカラーの仕事内

容の分析は、スパーマーケットにある。そのひ

とつは乗杉、岡橋［2013］である。スパーマー

ケットの店長に焦点を絞り、ていねいに観察分

析する。ただし、残念ながら不確実性、それに

たいする創意工夫についての分析があまりみら

れない。それというのも、予算に焦点をすえた

のはよいのだが、うえからの管理、また下への

管理に目がいきすぎているからではないだろう

か。それでは中堅層の技能の肝心な要素がみの

がされよう。

スパーマーケットについては、さらにたち

いった分析がある。本田［2002］である。これ

はまことに丹念な国際比較分析である。ただし、

店と本部との権限配分に力点があって、店の中

堅層の分析は、それほど前面にでてこない。そ
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れにしてもみる点は少なくない。

付論 2：長期の歴史的視野でみると

このシリーズは敗戦後しかみていない。だ

が、産業革命以来という長期をとると、やや屈

折した経路がみとめられる。おそらく 19 世紀

を中心とする第一段階では、ブルーカラーのい

わば天下であった。製品の設計者の多くも、元

ベテランブルーカラーであったようだ。製造の

勘所もベテランブルーカラーの腕によった。こ

ういっただけではとても理解いただけまい。例

をあげなくてはなるまい。

この第一段階は紡績、石炭とならび、いわば

鉄道の時代ともいえ、その主要な製品のひとつ

は蒸気機関車であった。なかでもっとも面倒な

作業はシリンダーの切削であろうか。ピタリと

あわせないと、蒸気がもれ馬力がでない。その

作業の成否はもっぱらブルーカラーのカンとコ

ツ、すなわち経験にもとづく熟練によっていた。

工作機械の精度が高くなく、手工的熟練の腕に

かかっていた。やすりとたがねを駆使しピタリ

とあわせる fitter 仕上工が、当時の熟練機械工

（mechanics, 自称 engineer, なお machinists は半

熟練工の職種名）のほぼ半数をしめた。旋盤工

turners の比重はその半分にすぎなかった。19
世紀全盛をほこった機械工職場の模様は、その

労働組合史、Jefferies［1947］などの活写する

ところである。そうじて製造の勘所はベテラン

ブルーカラーの手中にあった。

そうした熟練ブルーカラーへの報酬に、定期

昇給はなかった。その点はふたつの古典、

Webbs「1997」、また 20 世紀初頭の Bowley［1899
－ 1906］の 10 数本の丹念な論文などから推察

される。高度な作業をおこないながら、そして

その技能の形成に長期を要するとおもわれなが

ら、定期昇給はなかった。一部のものにわずか

に高い基本賃金をはらっていたにすぎない（く

わしい説明は小池［2012］pp．130 － 136）。
それはおそらくは中世の職人ギルドの伝統

をひきついだのかもしれない。なによりもそれ

を支えた条件はつぎのふたつとおもわれる。ひ

とつは一人前になれば差をつけない、平等とい

う気風であろう。他は、一人前になってからの

残存稼働期間が長くない。1860 年代当時世界

最強の労働組合、機械工組合員に加入できるの

は一人前になってからであった。それはこの労

働組合の基本的な組合史、Jefferys［1947］に

よれば、20 － 24 歳、それからの余命は平均 30
歳代後半であった（主な死因は肺結核）。わず

か 10 数年、見習いになってから組合員になる

までの修業期間の 3 倍にみたなかった。

なお、こうした点はなにも西欧特有ではな

く、日本の職人、とくに資料ののこりやすい大

工と相通じるところが多い。その江戸時代の大

工にも、その後の大工賃金にも定期昇給はな

かった。

第二段階

第二段階はほぼ世紀の変わり目からか。そこ

では技術者がしだいにブルーカラーの、製造上

の独占をやぶっていく。それは異なる二つのプ

ロセスをとった。ひとつはかのフレデリック．

テイラーの仕事であり、他は化学や鉄鋼の巨大

装置産業の出現である。

テイラーから語ろう。周知のように、19 世

紀末から第一次大戦期にかけ、かれはブルーカ

ラーの仕事ぶりを「標準化」しようとする。「標

準化」とはだれが作業してもかわらない「効率

的な」作業の手順をこまかく具体的に設定する。

逆にいえば、その標準どおりに作業すれば、効

率に大きな差がでないはずだ。

もちろん実際には「やる気」の多寡によって

生産高が異なり、それを刺激するために「差別

賃率制」を提案した。これはいわゆる単純出来

高とはちがい、一定の生産目標を超えると、一

個あたりの賃率をかえる―それも通常の方式と

は逆に高めるのだ。

もっともこの方式がどれほど広がったかは

わからない。つまり、テイラーの主張どおりの

ことがどれほど実施されたかは不詳である。た

だ、その議論を支持する流れがあったのはたし

かであろう。

この方式のなかでもっとも大きな影響をお

よぼしたのは、作業の「標準化」である。その

「標準」を技術者が設定する、という点である。

その結果、ブルーカラーに「標準化」された作
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業、すなわちくり返し作業を、そうでない仕事

をホワイトカラーの中堅層以上にわりあてる傾

向が生じた。その傾向が、今なお先行国の職場

の多くをおおっている、とおもわれる。

テイラー方式とは別に、もうひとつの動きが

この傾向をおしすすめた。巨大装置産業、つま

り鉄鋼や化学産業の出現である。もちろん鉄鋼

生産そのもの、小さな鉄鋼製造工場ははるか昔

から存在した。鉄製の武器や農具の製造があっ

たのはいうまでもない。それが、第二段階では

科学理論の発展をかりて、巨大な装置産業と

なった。科学理論を活用する以上、技術者の力

がます。その育成に高等専門学校がぞくぞくと

設立された。企業は先をあらそって卒業生を採

用し、職場ではじめから高い地位につけた。ブ

ルーカラーの生産における発言権はさがった。

ただし、ベテランブルーカラーの発言、技能

がまったくうばわれた、とはいえない。それど

ころか、この第二の傾向は、第一段階とは別種

の、ベテランブルーカラーをうみだした。その

人材形成を第一段階とは変えた。見習い工制度

よりも、内部昇進制をとった。巨大装置の操作

でもっとも簡単な持ち場から、しだいにより面

倒で上位の仕事へ進む道が一般的となった。そ

の結果、仕事の梯子段が出現し、賃金は階段を

あがるにしたがい上昇した。ただし、定期昇給

ではなかった。

日本の第二段階

日本の産業化はほぼこの第二段階から始ま

る。あるいは第一段階はごく短かった。そのゆ

えか、やや目立つ動きをみせる。まずテイラー

主義をおそらく米英や西欧にくらべ、もっとも

熱心に導入した国のひとつだろう。また技術者

を養成する高等教育機関を急速に拡大し、かな

りの人数の技術者が職場にはいった。東京大学

は最初から大きな工学部をつくった。工学部の

ないハーバード、工学部設立が第二次大戦後の

オックスフォードと異なる。そうであれば、ブ

ルーカラーの発言は当然にごく小さなものとな

るはずであった。

ところが、ブルーカラーの生産における発言

権はおとろえなかった。職場の仕事で技術者と

ならび、製作上の方法というきわめて技術的な

事柄にでも発言したことが、すくなくない資料

から認められる。

その理由ははっきりしない。あえて推量すれ

ば、つぎのふたつの条件が働いているかとおも

われる。第一、標準化の限界である。標準化は

むしろレベルのひくいくり返し作業にかぎられ

よう。標準化に熱心であったがゆえに、その限

界をはやく感じたのかもしれない。第二、日本

庶民の教育レベルである。明治期の国としての

学校制度とは別に、はるかに寺子屋教育が先行

し普及していた。庶民の識字率は高かった。た

とえば明治初期の三菱造船所に採用されたブ

ルーカラーは、その履歴書を寺子屋 4、5 年終

了から書いている。そして江戸期の寺子屋の授

業時間は今日の小学校低学年をこえたようだ。

みっちり勉強したのである。このふたつの条件

が、ブルーカラーの仕事上の発言をよわめな

かった、とおもわれる。そして、第三段階を日

本で用意した、とおもわれる。

その第三段階こそブルーカラーのホワイト

カラー化ではないだろうか。1920 年代から徐々

にひろまりつつあったであろうが、とくに

1960 年代以降、花開いたとおもわれる。その

プロセス、その条件をくわしく展開すれば、ま

ことに多くの紙数を要し、またその一次資料ま

でおりた分析に、もはやわたくしの体力は耐え

得ない。ここでは付論として短いスケッチをつ

け加えておくにとどまり、以下第三段階の現状

の分析にすすもう。

注：
1）厚生労働省［2013］「平成25 年版　労働経済

の分析」p.159 の図「図第3 －8―29 －4」によ

れば、29 歳以下の［月刊平均収入額］＝100 と

すれば、40 歳代、50 歳代で、ドイツ、オランダ、

イギリスはほぼ200 前後、日本は160 ほど、欧

州の国々の分散の中位にある。なお、ブルーカ

ラー、ホワイトカラー計、男性、勤続を考慮し

ていないばあいの数値である。

2）た だ し、Booth ［1987］は 勤 続 の 逆 順 と

voluntary redundancy が併存していることをの

べるのみで、そのブルーカラー、ホワイトカ
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ラー別の観察をおこなっていない。
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